
 

 

が妥当かは結論がでる類のものではないが、

スポンジ化に対応した今後の都市計画のあ

り方に関し、以上のような理解をするとす

れば、一定の結論は導き出される。 

 つまり、スポンジ化対策といっても、A

の立場の都市計画も依然として一定の有効

性を保ち続けると考えられる一方で、A の

都市計画とBの都市計画との主従を逆転さ

せるような法整備を一挙に行うことは、都

市計画の現場に相当な混乱をきたす恐れが

あり、そうであれば、必然的に、都市計画

法の抜本見直しは、後者の方法によること

が適当ということになる。 

 ちなみに、都市計画法の抜本見直しとい

うことでは、新都市計画法の制定がそうで

あったということもあって、前者の方法に

よるべきと理解されているのが通常であろ

う。しかしながら、新都市計画法は、体裁

上は、前者の方法論による法整備とも捉え

ることができないわけではないにしても、

内容において、旧都市計画法の相当部分を

受け継いで制定され、その後補強的な法整

備がなされて現在の体系ができているとみ

れば、実質的には、後者の方法論による法

整備とすることもできるものである。 

 後者の方法論による都市計画法の抜本見

直しという立場からは、最近における一連

の都市再生法の改正などを見ると、すでに

抜本見直しは緒に就いていると捉えること

ができる。今後、さらにそうした動きが加

速されることが期待される。 

 

 

 

 

 

 
* 拙著「現行法における「管理」の制度と実態」（藤

田宙靖監修・亘理格・内海麻利編集『縮退の時代

の「管理型」都市計画』, 2021 年, 第一法規） 
同「『管理型』都市計画の確立のための実践的考察」

（同） 
同「『管理型』都市計画に関する一考察」 
（土地総合研究 26 巻 2 号（2018 年春）） 
 

 お知らせ 
                                都市研究センター 

 

令令和和７７年年度度都都市市再再生生研研究究助助成成のの実実施施ににつついいてて  

 

都市再生研究助成事業は、一般財団法人 民間都市開発推進機構が大学若しくは大学院又は

それらの付属機関、高等専門学校その他のまちづくり等について調査研究を行っている組織・

団体等に所属する研究者を対象に都市再生に関する研究計画を公募し、優秀な研究計画に対して

研究助成を行うものです。 

令和７年度については、5 月 20 日より公募を開始し、締め切りは 9 月 10 日です。詳細は、当機構

のホームページ（https：//www.minto.or.jp）に掲載しておりますので、こちらをご覧ください。 

なお、令和６～７年度の助成対象として、昨年選定された研究は、次のとおりです。 

 

申請者 ※※敬敬称称略略 

（所属機関） 
研究名 

助成金額 

（千円） 

黒瀬 武史 

（九州大学） 

駅周辺開発の立体的な空間形成を支える計画メカニズムとその

評価手法に関する研究  

－３次元歩行者ネットワークと利用者の流動に着目して－ 

1,995 

佐藤 理人 

（高知工科大学） 
市街地におけるモバイル建築の活用手法に関する研究 1,320 

松下 慶太 

（関西大学） 

デジタルノマドにとって魅力のある都市の地域資源の活用と再

編成 

 －神戸市王子公園商店街エリアを対象に 

1,980 

荒木 裕子 

（京都府立大学） 

都市計画区域外の地域拠点における建物・土地利用更新 

及び機能継続に関する研究 

－令和 6 年能登半島地震の被災地事例からの分析－ 

2,000 

福本 優 

（兵庫県立人と 

自然の博物館） 

連担するニュータウンの個別性を考慮した郊外地域再生の全体

最適化に関する研究 
1,995 

沖 拓弥 

（東京科学大学） 

最先端 AI 技術を用いたエビデンスに基づく街路整備の 

評価・検討手法の開発 
1,991 

泉山 塁威 

（日本大学） 

福岡市都心部における「Eye-level-led Development」の 

評価 博多コネクテッド及び天神ビッグバンを対象として 
1,999. 

石田 航星 

（早稲田大学） 

Building Information Modeling を活用した築古賃貸物件の再生

手法に関する研究 
2,000 
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